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視察報告書 

令和５年３月２４日 

 

１ 視察日、視察先、事項 

（１） 令和４年１１月 ９日（水） 東京都大田区 

              大田区議会 ICT化の取組 

（２） 令和４年１１月１０日（木） 国土交通省 

              地域公共交通ネットワークの再構築  

の受講 

 

２ 視察委員  松尾数則、藤岡修美、伊場勇、髙松秀樹、中岡英二、古豊和惠、 

宮本政志、森山喜久 

  

３ 報告事項 

 （１）東京都大田区 

 【視察の目的】 

 大田区議会の ICT化の取組について先進地視察 

【視察先の状況】 

  平成２３年５月１３日の会派代表者会議において、第１７期大田区議会の中で「議会 

改革」が課題として挙がり、幹事長会において検討していくことを確認。 

平成２４年４月１９日の幹事長会において、６３項目にわたる議会改革の検討が挙が

り、その中で、パソコンなどＩＴ機器の本会議等への持ち込みについて、会議等の資料

の電子データ配布が挙がる。 

その後、主な取組経過として 

① ｉＰａｄ・SideBooksの導入 

・平成２７年１１月導入 

・全議員へ貸与 

・通信量７ＧＢのＬＴＥプランで契約 

・タブレット型端末使用基準を策定 

・ＨＤＭ（モバイルデバイスマネジメント）の契約 

・クラウド型本棚 SideBooksは主に議案、委員会資料などの会議資料の閲覧に使用 

・ペーパーレス会議の実施（段階的に対象の会議を拡大） 

② グループウェア（ＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳ）の導入 

・令和２年 10月全議員による試験導入 

・令和４年１月本格実施 

・貸与ｉＰａｄに加え、私有のスマートフォンでの使用も可能 

※今後、災害時には議員の安否確認、緊急連絡用としても活用予定 

③ 政務活動費精算システム（楽楽精算）の導入 

・ＩＣＴ技術の活用で、紙を減らし、在宅でもできる働き方を実現 
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④ 音声文字認識ソフト（ＵＤトーク）の導入 

・令和３年第４回定例会から試験導入 

・令和４年度本格導入 

・ＡＩで認識した音声をリアルタイムで文字反訳し、モニターに表示 

 

 【考 察】 

  研修を行った視察先のＩＣＴ化の取組は、本市議会ＤＸ特別委員会でも検討している

ＩＣＴの先進地事例である。しかも大田区議会では議会ＩＣＴ化も転換期を迎えている

とし、これまでは各種ＩＣＴツールの導入、施行実施の積み重ねをしてきたが、今後は

ＩＣＴツールの効果的な活用、議会改革の推進、区政（区民）への還元をめざしている

とのことであった。 

山陽小野田市議会でもＩＣＴツールの効果的な活用を踏まえて、ツールを導入しなけ

ればいけないと感じた。 

 

 

 （２）国土交通省 

 【視察の目的】 

地域公共交通ネットワークの再構築について、国土交通省と研修・意見交換 

【研修内容その概要】 

① 鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に向けて 

・鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会について 

・ローカル鉄道をめぐる状況の変化 

・鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の提言の

概要① 

・鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の提言の

概要② 

・鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の提言の

概要③ 

・より利便性と持続可能性の高い公共交通への再構築の事例 

・地域公共交通ネットワークの再構築等に向けた支援 

・ローカル鉄道の在り方に係る協議の推進 

② 山口県内におけるＪＲ路線の状況について 

③ バスをめぐる最近の情勢について 

・新型コロナによる乗合バスへの影響調査（乗合バス） 

・新型コロナによる乗合バスへの影響調査（貸切バス） 

・令和３年度以降における乗合バスの運賃改定 

・新型コロナウイルスの影響を受けたバスへの支援について 

・地域公共交通関係 

・国土交通省の補助事業「地域交通グリーン化事業」 

・地域創生臨時交付金を活用した地域公共交通支援について 

・地域創生臨時交付金によるバス支援内容について 
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 【考 察】 

  国（国土交通省）は、鉄道事業者と地方自治体が協議を行う上で中立的な立場、相撲

で言う行司的な立場というスタンスを確認できた。 

  国土交通省の補助制度もＪＲは除く、となっており、ＪＲのローカル赤字線の補填は

考えられないが、まちづくりをめざす市、地域への支援は可能ということ。バス事業者

は最終手段的な位置づけのため、欠損補助をしていることも確認できた。 

  小野田線、美祢線についての協議において役立てたい。 

 

 

 


